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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第106期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第107期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第106期

会計期間
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

自平成22年４月１日
至平成22年６月30日

自平成21年４月１日
至平成22年３月31日

売上高（百万円） 8,546 9,232 37,486

経常利益（百万円） 204 407 1,633

四半期（当期）純利益（百万円） 79 201 911

純資産額（百万円） 22,020 22,833 22,873

総資産額（百万円） 42,527 43,887 43,735

１株当たり純資産額（円） 531.11 550.77 551.72

１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
1.91 4.86 21.99

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 51.8 52.0 52.3

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
760 1,108 3,894

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△171 △225 △1,479

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△506 △267 △636

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（百万円）
7,557 9,855 9,251

従業員数（人） 1,164 1,164 1,143

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

　　　　３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、当グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 1,164(269)

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含む。）の当第１

四半期連結会計期間の平均雇用人員数であります。

(2）提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 772 (189)

　（注）１．従業員数は就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー、嘱託契約の従業員及び派遣社員を含む。）の当第１

四半期会計期間の平均雇用人員数であります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

メディカル事業部（百万円） 3,090 97.2

テープ事業部（百万円） 5,528 105.8

合計（百万円） 8,618 102.6

　（注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）受注実績

　当グループは受注生産を行っておりません。

(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

メディカル事業部（百万円） 2,914 108.5

テープ事業部（百万円） 6,317 107.8

合計（百万円） 9,232 108.0

　（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期（連結）会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

(1）経営成績

　当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、雇用環境が最悪期を脱し、個人消費、設備投資を中心とする内

需も底入れ感が強くみられました。しかしながら、欧州諸国の財政危機に端を発して株安や円高傾向が進み、天然ゴ

ムや石油系原料の価格が値上がりするなど、依然として厳しい状況が継続しております。

　このような経済情勢のもと、当グループではメディカル事業部、テープ事業部に設定した「事業フィールド」単位

の事業戦略を基本に、主力製品の販促活動、新製品の上市と育成により売上拡大を図るとともに、製造・仕入・管理

等のコストの徹底的な削減による利益確保にグループを挙げて取組みました結果、売上高は92億３千２百万円（前

年同四半期比8.0％増）、経常利益は４億７百万円（前年同四半期比99.9％増）、四半期純利益は２億１百万円（前

年同四半期比153.8％増）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

メディカル事業部

（ヘルスケアフィールド）　

当第1四半期連結会計期間のドラッグストアを中心とした大衆薬市場におきましては、救急絆創膏「ケアリーヴ
※

」を中心に、ドラッグストア店頭でお客様に対して、製品の持つ高い付加価値の告知や販売促進の取り組みを重点

的に行いました。３月に発売いたしました「ケアリーヴ
※
」シリーズの新製品「ケアリーヴ

※
パワー＆フィット」

もご好評いただいております。

（医療材フィールド）

当第１四半期連結会計期間の医療機関向け医療材料市場におきましては、引続き低刺激、感染予防、安全性等に注

力した取り組みを行いました。病院が感染対策に従来以上に力を入れはじめたこともあり、特に注射や点滴後の止

血に特化した製品や、点滴の際に針を固定する穿刺固定製品は、好調に推移いたしました。

　以上の取り組みを実施してまいりました結果、ヘルスケアフィールドと医療材フィールドを合わせましたメディ

カル事業部全体の売上高は29億１千４百万円（前年同四半期比8.5％増）、営業利益は６億２千６百万円（前年同

四半期比17.9％増）となりました。

テープ事業部

（オフィスホームフィールド）

　当第１四半期連結会計期間の文具事務用品業界におきましては、主力商品の「セロテープ
※
」を中心に新規開拓の

取り組みを積極的に行うとともに、両面テープ「ナイスタック
※
」シリーズにおいて、「皮革・ゴム用強力タイプ」

を発売し、それに伴い機能性「ナイスタック
※
」のキャンペーンを実施いたしました。

（工業品フィールド）

　当第1四半期連結会計期間の産業用テープ業界におきましては、全般的に市況の回復傾向が見られるものの、天候

不順による影響を受ける中、食品関連分野とマスキングテープの分野においてユーザーに向けた高機能製品拡大の

取り組みを続けてまいりました。

　また、輸出につきましては中国を中心とした景気回復の傾向もあり、売上が前年実績を上回る結果となりました。

　以上の取り組みを実施してまいりました結果、オフィスホームフィールドと工業品フィールドを合わせました

テープ事業部全体の売上高は63億１千７百万円（前年同四半期比7.8％増）、営業利益は５億３千９百万円（前年

同四半期比36.0％増）となりました。

　（注）１．事業の状況（キャッシュ・フローの状況を除く）に記載しております金額には消費税等が含まれてお

　　　　　　　　　　　りません。

　　　　２．
※
は登録商標を示しております。
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(2) 財政状態　

　当第１四半期連結累計期間末の総資産は、現金及び預金の増加並びにたな卸資産の増加等により、前連結会計年度

末に比べ１億５千２百万円増加し、438億８千７百万円となりました。また、純資産は３千９百万円減少し、228億３

千３百万円になりました。この結果、自己資本比率は52.0％となりました。

(3）キャッシュ・フロー

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度末

に比べ６億４百万円（6.5%）増加し、98億５千５百万円となりました。　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、前第１四半期連結会計期間に比べ３億４千８百万円（45.9%）増加し、11億８百

万円となりました。これは税金等調整前四半期純利益、売上債権の減少額等によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、前第１四半期連結会計期間に比べ５千３百万円（31.4%）増加し、２億２千５百

万円となりました。これは主に有形固定資産の購入等によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、前第１四半期連結会計期間に比べ２億３千８百万円（47.1%）減少し、２億６千

７百万円となりました。これは主に前第１四半期連結会計期間に長期借入金の返済があったことと、配当金の支払

等によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結会計期間において、当グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化及び株主共同

の利益の拡大に経営資源の集中を図るべきと考えております。

　現時点では、特別な買収防衛策は導入しておりませんが、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な

検討を行ってまいります。

(5）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、２億５千８百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当グループを取り巻く経営環境につきましては、原材料価格や為替の動向等に不透明な部分も多く、引き続き厳し

い情勢が続くものと思われます。

　このような情勢に機動的に対処するべく、「事業フィールド」単位の事業戦略の遂行により売上拡大と利益確保

に、グループを挙げて取り組んでまいります。その着実な実施によりブランドの維持向上を推進し、経営環境の変化

に左右されない収益構造の強化を、内部統制の拡充と併せ、推進していく所存であります。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年8月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 41,476,012 41,476,012

㈱東京証券取引所

㈱大阪証券取引所

（各市場第１部）

　単元株式数

　1,000株

計 41,476,012 41,476,012 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

 

平成22年４月１日～

平成22年６月30日　

 

－ 41,476 － 5,451 － 4,186

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。

EDINET提出書類

ニチバン株式会社(E01000)

四半期報告書

 8/22



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をして

おります。

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －　

議決権制限株式（自己株式等） － － －　

議決権制限株式（その他） － － －　

完全議決権株式（自己株式等）
  （自己保有株式）

 普通株式     17,000
－ －　

完全議決権株式（その他）  普通株式 41,400,000 41,400 －　

単元未満株式  普通株式     59,012 － －　

発行済株式総数 41,476,012 － －　

総株主の議決権 － 41,400 －　

　

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式）

ニチバン株式会社　

東京都文京区関口

二丁目３番３号
17,000 － 17,000 0.0

計 － 17,000 － 17,000 0.0

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成22年４月 ５月 ６月

最高（円） 329 311 331

最低（円） 308 279 285

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から

平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半

期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、清明監査法人

により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,765 9,158

受取手形及び売掛金 11,286 11,813

有価証券 505 505

商品及び製品 3,040 2,805

仕掛品 1,223 1,288

原材料及び貯蔵品 1,021 1,010

その他 858 812

貸倒引当金 △19 △20

流動資産合計 27,681 27,374

固定資産

有形固定資産 ※1
 11,678

※1
 11,784

無形固定資産 38 44

投資その他の資産 ※2
 4,489

※2
 4,531

固定資産合計 16,205 16,360

資産合計 43,887 43,735

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,614 6,559

未払法人税等 209 422

賞与引当金 533 －

役員賞与引当金 15 57

その他 3,825 3,906

流動負債合計 11,197 10,946

固定負債

長期借入金 2,000 2,000

退職給付引当金 4,341 4,462

役員退職慰労引当金 232 231

長期預り保証金 2,751 2,754

資産除去債務 83 －

その他 446 466

固定負債合計 9,856 9,915

負債合計 21,053 20,861
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,451 5,451

資本剰余金 4,186 4,186

利益剰余金 13,278 13,325

自己株式 △6 △6

株主資本合計 22,910 22,957

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 60 75

為替換算調整勘定 △137 △159

評価・換算差額等合計 △76 △84

純資産合計 22,833 22,873

負債純資産合計 43,887 43,735
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 8,546 9,232

売上原価 6,189 6,593

売上総利益 2,356 2,638

販売費及び一般管理費 ※
 2,137

※
 2,199

営業利益 218 439

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 4 4

持分法による投資利益 16 33

その他 17 7

営業外収益合計 38 45

営業外費用

支払利息 17 15

支払手数料 31 31

その他 4 30

営業外費用合計 53 77

経常利益 204 407

特別利益

固定資産売却益 － 0

投資有価証券受贈益 － 39

受取補償金 － 30

特別利益合計 － 69

特別損失

固定資産除売却損 5 4

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 66

特別損失合計 5 70

税金等調整前四半期純利益 198 406

法人税等 119 205

少数株主損益調整前四半期純利益 － 201

四半期純利益 79 201
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 198 406

減価償却費 391 397

退職給付引当金の増減額（△は減少） 163 △120

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △46 1

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1 △0

有形固定資産除売却損益（△は益） 5 4

受取利息及び受取配当金 △4 △5

支払利息 17 15

売上債権の増減額（△は増加） 711 527

たな卸資産の増減額（△は増加） △381 △181

仕入債務の増減額（△は減少） △377 54

その他 312 445

小計 988 1,542

利息及び配当金の受取額 4 5

利息の支払額 △24 △19

法人税等の支払額 △208 △420

営業活動によるキャッシュ・フロー 760 1,108

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △249 △415

定期預金の払戻による収入 246 412

有価証券の取得による支出 △0 △0

有価証券の売却による収入 － 0

有形固定資産の取得による支出 △165 △216

その他 △2 △5

投資活動によるキャッシュ・フロー △171 △225

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 60 －

長期借入金の返済による支出 △300 －

配当金の支払額 △248 △248

その他 △17 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー △506 △267

現金及び現金同等物に係る換算差額 3 △11

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 85 604

現金及び現金同等物の期首残高 7,471 9,251

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,557

※
 9,855

EDINET提出書類

ニチバン株式会社(E01000)

四半期報告書

14/22



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用　

　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業

会計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してお

ります。

　これにより、営業利益及び経常利益は０百万円減少し、税金等調整前四半期純

利益は67百万円減少しております。また、当会計基準等の適用開始による資産

除去債務の変動額は83百万円であります。

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（四半期連結損益計算書）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。

　

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績

率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

　たな卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省

略し前連結会計年度に係る実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算

定しております。

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

　税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引

前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引

前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、36,263百万円で

あります。

※１．有形固定資産の減価償却累計額は、35,939百万円で

あります。

※２．投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒

引当金の額は、49百万円であります。

※２．投資その他の資産の金額から直接控除している貸倒

引当金の額は、49百万円であります。

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料及び手当 567百万円

従業員賞与 155 

退職給付費用 156 

役員退職慰労引当金繰入額

 
12 

役員賞与引当金繰入額 13 

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

給料及び手当 555百万円

従業員賞与 224 

退職給付費用 88 

役員退職慰労引当金繰入額

 
4 

役員賞与引当金繰入額 15 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （百万円）

現金及び預金勘定 7,558

有価証券勘定 504

預入期間が３か月を超える定期預金 △506

現金及び現金同等物 7,557

 

 （百万円）

現金及び預金勘定 9,765

有価証券勘定 505

預入期間が３か月を超える定期預金 △415

現金及び現金同等物 9,855

 

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  41,476千株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  17千株

３．配当に関する事項

 配当金支払額

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 248 6  平成22年３月31日 平成22年６月28日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
メディカル事
業部
（百万円）

テープ事業部
（百万円）

計（百万円）
消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                     

(1)外部顧客に対する売上高 2,686 5,859 8,546 － 8,546

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
8 19 27 (27) －

計 2,694 5,879 8,573 (27) 8,546

営業利益 531 396 928 (709) 218

　（注）１．事業区分は、当社の事業戦略単位である事業部（組織）を基本として区分しております。

２．各事業部の主な製品及び商品

(1）メディカル事業部………スピール膏
※
・ロイヒつぼ膏

※
・ケアリーヴ

※

(2）テープ事業部……………セロテープ
※
・クラフトテープ・布テープ・ナイスタック

※
・たばねら

※
テー

プ
※
は登録商標を示しております。

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　本邦以外の国又は地域に所存する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日　至平成21年６月30日）

　海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要　

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、本社に製品別の販売戦略を統括する事業部を設置し、各事業部は、取り扱う製品等について包括的

な戦略を立案し、事業活動を展開しております。　

　従いまして、当社は、事業部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「メディカル事業部」

及び「テープ事業部」の２つを報告セグメントとしております。

　「メディカル事業部」は、医薬品、医療機器、化粧品、医療補助テープ、テーピングテープ等の製造及び販売

を行っております。「テープ事業部」は、家庭用・事務用の粘着テープ・粘着シート及びそれらの機器等、産

業用の粘着テープ・粘着シート及びそれらの機器等の製造及び販売を行っております。　 

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第１四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

 
 

　報告セグメント
合計

（百万円）
調整額

（百万円）　

四半期連結
損益計算書
計上額　
（百万円）

メディカル事業部
（百万円）

テープ事業部
（百万円）

売上高                     

(1）外部顧客に対する売上高 2,914 6,317 9,232 － 9,232

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
11 17 28 (28) －

計 2,926 6,334 9,260 (28) 9,232

セグメント利益 626 539 1,166 (726) 439

（注）１．セグメント利益の調整額（726百万円）は、各報告セグメントに配分していない全社費用でありま

す。全社費用の主なものは、親会社本社の総務等管理部門及び研究所に係る費用であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。　

　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報　

　記載すべき事項はありません。　

　

（追加情報）

　当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 550.77円 １株当たり純資産額 551.72円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1.91円 １株当たり四半期純利益金額 4.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（百万円） 79 201

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 79 201

期中平均株式数（千株） 41,460 41,458

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　著しい変動がないため記載を省略しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

ニチバン株式会社

取締役会　御中

 清明監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 今　村　　　了　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　間　　　昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチバン株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチバン株式会社及び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

ニチバン株式会社

取締役会　御中

 清明監査法人  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 今　村　　　了　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　間　　　昭　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているニチバン株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ニチバン株式会社及び連結子会社の平成22年６月30日現在の財政状態並

びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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